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②  高知県 
 
 

（１）施設園芸の概況 

高知県の農業産出額は 1,170 億円（2018 年）で、そのうち野菜が 745 億円と 6 割超を占める。全国
的に野菜の生産額が減少するなか、高知県の野菜生産は増加傾向にあり、2018 年の生産額は 2009 年の
約 1.4 倍となっている。 

「令和2年度高知県農業の動向」によると、2018年の生産量は、ナス35,935tを筆頭にキュウリ25,412t、
ピーマン 10,687t、トマト 4,829t と園芸作物が上位を占める。 

高知県の農業就業人口は、全国同様減少の一途であり、担い手の高齢化も進む。耕作放棄地の割合も
増加傾向にある。その一方で、耕地面積当たりの農業産出額は高知が 674 万円/ha と日本一となっており、
農地の集積、収量増が進んでいる様子がうかがえる。 

この背景には、高知県がオランダを手本に進めてきた「まとまりのある園芸産地の再構築（産業振興計画
2009 年）」の動きがある。2017 年の「第 3 期産業振興計画」では、「生産力の向上と高付加価値化による
産地の強化」に関して、オランダの環境制御等の先進技術を、高知の気候条件やハウスの構造、栽培品目な
どに合わせて改良を重ねた「次世代型こうち新施設園芸システム」を確立し、普及を図ってきた。 

現在、これらの普及推進は順調に進む。県が設定した野菜主要 7 品目（ナス、キュウリ、ニラ、ピーマン、ミョ
ウガ、シシトウ、トマト）における環境制御技術の普及率は、2017 年の 35%から 2019 年には 53%となって
いる。また、軒高 2.5m 以上、耐風速 35m/s 以上で環境制御装置が標準装備された「次世代型ハウス」の
累積整備面積も 2017 年当初 33ha であったものが、2019 年は 59ha と拡大している。 

 
図：高知県の農業産出額の推移 

 
出典：農林水産省「平成 30 年生産農業所得統計」2020 年 1 月から作成 
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図：栽培規模別経営体の状況 

 
出典：高知県「令和 2 年度高知県農業の動向」 

 

（２）目標とする経営規模 

高知県では、農林水産省の次世代施設園芸導入加速化支援事業によって四万十町に 4ha 超の大規模
施設を設置し、地元のトマト生産事業者が中心となって、隣接する農業担い手育成センター等と一緒にオラン
ダ型高軒高の施設に環境制御技術を導入して、収量増と省力化、高品質化を進めた。 

それが下図にある三角形の最上段にある「大規模施設園芸団地」にあたる取り組みである。同時に県独自
の取り組みとして、三角形の二段目、三段目にあたる「次世代型こうち新施設園芸システム」を普及してきたが、
2018 年、より一層の生産性向上、産地の維持のために IoT や AI などの最先端のデジタル技術を融合させ
た、「Next 次世代型施設園芸農業」への進化に取り組むこととした。 

これは、データ共有基盤の整備や、データ活用型の技術開発を図り、高収量、高品質、高付加価値、省力
化、省エネルギー化をより一層進めるためのもので、光合成や蒸散の状況、生育状況など施設内のデータ収集、
分析に加え、収量予測、収穫時期予測、市場予測などを AI で最適モデル化すると共に、それを活用するため
の機器、システムを開発して県内外に展開することとしている。 

県では、第４期産業振興計画において以下の数値目標を設定している。 
・野菜主要７品目の出荷量（年間）：10.0 万 t（2018）を 12.4 万 t（2029） 

・次世代型ハウスの整備面積：46.0ha（2018）を 210ha（2029） 

・施設園芸関係機器・システムの販売額：2.6 億円（2018）を 133.4 億円（2029） 

また、その経営モデルとして、大規模施設園芸団地では、目標面積 3-5ha 程度、販売目標額３-５億
円、大規模次世代ハウスは、目標面積 1-3ha 程度、販売目標額 1-3 億円、中規模次世代ハウスは、目
標面積 50a-1ha 程度、販売目標額 5 千万-1 億円、既存型ハウスは、目標面積 50a 未満、販売目標
額 1 千万-5 千万円と設定している。 
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図︓Next 次世代型施設園芸農業の目指す姿 

 

出典：高知県「令和 2 年度当初予算案の概要（別冊資料）」 

 
 

（３）生産基盤の強化に向けた取り組み 

主要事業①ネクスト次世代型施設園芸農業推進事業 
現在高知県の施設園芸の重点事業として進められている当事業は、2018 年に「地方大学・地域産業創

出交付金」として認定された。実施計画では、園芸作物の生育情報の AI による可視化とその活用による最先
端の研究開発を行うとともに、それらに必要な人材育成及び関連機器設備等の産業の創出と集積、メーカー
の集積などを狙い、5 年間で約 42 億円が事業費として計上されている。 

推進体制としては、知事をトップに高知大学、高知工科大学、高知県立大学および関係産業団体の長や

金融機関代表者で組織する「高知県 Next 次世代型施設園芸農業に関する産学官連携協議会」を立ち上

げ、その協議会の元に、県内外の大学等を中心とした研究開発を担当する「Internet of Plants（以下、

IoP）プロジェクト研究推進部会」、高知県内の大学等を中心とする高度な専門人材の育成を担当する「人

材育成部会」、産業界との協業による技術革新やビジネス創出の促進を担当する「IoP 推進機構」から成る２

つの専門部会と推進機構を組織している。 

IoP プロジェクトでは、生育情報や市場状況などの各種データの収集、分析、見える化を進め、出荷予測シ

ステム、クラウドサービス（関連データの自動アップロード環境整備、データ分析とその結果の見える化、生産者

及び指導員などへの情報のフィードバック）を今年度開発している。 
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図：IoP プロジェクト研究推進部会が取り組む研究開発テーマ 
 

 
出典：高知県「第 6 回高知県 Next 次世代型施設園芸農業に関する産学官連携協議会資料」 

 
 
当事業を開始してから 3 年が経ち、現在 180 軒の生産者のほ場をつないで、導入したシステムの稼働状況

や取得したデータの取り扱い、情報共有の体制づくり、データ活用の仕組みを検討している。今年度の成果はク

ラウドのプロトタイプ構築ができたことである。2022 年度半ばまでは実証期間として、IoP クラウドサービスのデー

タ連携や AI エンジンの充実を図るとともに､これらのデータ活用による栽培管理や営農を指導できる人材の育

成に力を入れ、2023 年度には、約 2,000 戸の生産者のクラウドへの参加を目指す。 

 

主要事業②次世代施設園芸推進事業 
2016 年に開始された事業で、次世代型こうち新施設園芸システムの普及に加え、園芸農業を核とした関

連産業を地域に集積させる農業クラスターの形成を促進するために、農業法人や農業協同組合等が整備する

ハウスや生産関連施設の経費について、市町村等に対して補助金を交付するものである。この事業のうち「次

世代型ハウス・農業クラスター促進事業費補助金」には、「次世代型ハウス整備事業」、「生産関連施設整備

事業」、「農業クラスター加算事業」、「雇用奨励事業」、「アドバイザー支援事業」の 5 つがある。 

「ネクスト次世代型施設園芸農業推進事業」で先進的な研究開発やそのための人材育成を進めるのと同
時に、足元の生産者の営農でも先端技術の導入拡大をするために、専門アドバイザーの活用による生産者等
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への指導の充実や次世代型ハウスの整備の拡大など、投資の軽減を図るものである。 
昨今の自然災害の影響なども踏まえたエネルギー供給施設や環境等に配慮した有機物処理・利用施設の

整備、また、販路拡大などの支援もあり、農業振興部の枠を超えた、庁内連携で進めている事業である。 

 

事業名 概要 対象経費 

次世代型ハウス
整備事業 

次世代型こうち新施設園芸システムの普及及び農業クラ
スターの核となる生産面積の拡大を図るために、環境制
御装置を備えた次世代型ハウスを整備する事業 

ハウス本体、附帯設備、管理棟、簡
易な基盤整備 

生産関連施設
整備事業 

農業クラスターの形成を促進するために、農業クラスタープ
ランに位置づけられた次世代型ハウスの整備又は露地園
芸作物の生産拡大等に伴って必要となる生産関連施設
を整備する事業 

育苗施設設備、集出荷施設設備、
エネルギー供給施設設備、研究開
発施設設備、有機物処理・利用施
設設備など 

農業クラスター加
算事業 

農業クラスターの形成を促進するために、農業クラスタープ
ランのもと、次世代型ハウス又は生産関連施設を整備す
る場合において、補助率を加算する事業 

※次世代型ハウス整備事業、生産
関連施設整備事業と同様 

雇用奨励事業 次世代型ハウスの経営安定又は農業クラスターの形成
及び発展のために、新規雇用を支援する事業 

新規雇用に要する経費 

アドバイザー支援
事業 

次世代型ハウスの経営安定又は農業クラスターの維持
発展のために、専門知識及び技術を有する人材の委嘱
等を行う経費に対して支援する事業 

専門知識や技術を有する人材の委
嘱等に要する経費（謝金、交通費
等） 

 

 
参考資料︓ 
高知県農業振興部農業イノベーション推進課ホームページ 
高知県「令和 2 年度高知県農業の動向」 
高知県「令和 2 年度当初予算案の概要（別冊資料）」 
高知県「第 6 回高知県 Next 次世代型施設園芸農業に関する産学官連携協議会資料」 
農林水産省「平成 30 年生産農業所得統計」 
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４．３．まとめ 
 

スマートグリーンハウスの展開推進に向けて、「栽培技術・生産工程管理」、「労務管理・

組織管理」等の側面からの取り組みとそれによっていかに生産性向上・経営効率化を図って

いるかを見てきた。その導入ポイントと効果は以下のとおりである。 

 

図表 54 スマート化のポイント 
項目 スマート化のポイント 

栽培技術・

生産工程管

理 

・環境制御システムの導入により、客観的な指標に基づきながら、日次・週次

の栽培管理の PDCAサイクルを回せることで、複数のメンバーが関与する工

程管理の改善を図ることが可能。【GRA】 

・環境制御システムは、施設整備時、規模拡大時に導入するかがポイント。施

設内を１つずつ自身で見て回る手間やその個々において自身の判断で環境

を調整することは負荷過大。一元化することは規模拡大の要件。【森田洋蘭

園】 

・女性が多い職場における運搬の自動化等の省力化は、担い手が高齢化する地

域では必須。市販のシステムが施設に遭わなければ、メンテナンスしやすい

地元企業に改良を依頼。【ウーマンメイク】 

労務管理・

組織管理 

・作業管理記録システムは、パート従業員の配置や作業管理を決定する際、従

業員ごとの作業工数実績のデータを参照し、適切な人員配置に活用でき、効

率化につながる。【GRA】 

・市況把握・販売・経理システムを花き農家向けに独自に開発した森田洋蘭園

では、この導入により、市況推移を緻密に追うことができ、また競りや予約

相対などの市場特有の取引を含めた多様販売管理を一元化できるようにな

った。【森田洋蘭園】 

・環境制御システムを導入したことで、作業時間や収穫数量を把握できること

で、生産効率への意識醸成、フレキシブルな働き方への対応が可能になっ

た。【ウーマンメイク】 

 

今年度の事例調査では、スマートグリーンハウスの展開促進という点で、規模やスマート

化の導入期間もそれぞれであったが、いずれも栽培管理、労務管理において、顧客の求める

質をどのように維持し、作業をどのように効率化できるかを日々検討しながら栽培を行って

いる事業ばかりであった。 

共通してみられるのは、市場環境を確実に把握し、取引先のニーズに合致した商品を適時

販売していること、またスマート化にあたり、市販のものに満足しない場合は自作するか、

地元の専門家に依頼することで解決するなど、改善への意識が高く、問題意識を高く持って

いることなどが印象的であった。 

また、宮城県、高知県の取り組みは、大規模施設園芸の事業者というトップランナーの育

成で得た知見をもとに、地域単位でそのノウハウを適用し、新たなデータ活用を指導員や大

学、研究機関等との連携を通して実証し、スマートグリーンハウスのボトムアップを図って

いる。それとともに、他県に展開できるシステムも開発、提供しているなど、周辺産業の振

興にも寄与していることがわかった。 
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参考：実態調査調査票 
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令和 2 年度 

データ駆動型農業の実践・展開支援のうちスマートグリーンハウス展開推進 
事業報告書（別冊１） 

大規模施設園芸・植物工場 全国実態調査・事例調査 
令和 3 年 3 月 

 
 

一般社団法人日本施設園芸協会 
東京都中央区東日本橋 3-6-17 山一ビル 

℡ 03-3667-1631 
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